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中国から介護人材育成を目的に外国人留学生等（技能実習、インターンシップ

含む）の受入れを始めています。その多くは女性です。 

困難を抱える外国人の自立支援とともに、外国人の活躍促進の視点が欲しい

なと思いました。新規に流入する外国人に限らず永住者等で働く外国人も年々

増加しているということもあります。グローバル化の進展で人の移動が活性化

している国際社会の動きを踏まえ、お伺いする次第です。 

事務局  坂本委員のご意見を踏まえ、外国人（女性）の活躍に関する環境づくりの視

点を追加したいと思います。 

茂田委員 【８・９ページ】 

「女性管理職割合と女性管理職が少ない理由」で、企業側が「女性本人が希望

しない」とした割合が 49.6%、「女性の管理職への意向」で、働く女性（正社員）

の管理職への意向で「なりたくない」が 54.7%とほぼ同じ結果であるのに、相

反した結果であるような記載には違和感があります。 

事務局  半数の女性が希望していないという状況はありますが、正職員の女性の

32.3％が管理職を希望しているのに、実際の管理職比率は 15.1％にとどまって

いることに着目したいと思います。 

茂田委員 【10ページ】 

「86.5%の女性が主として家事を担っています。」という文章に違和感があり

ます。 

事務局 「86.5％の女性が、主として自分が家事を担っていると回答しています。」と

答申を修正します。 

小山内委員 【17ページ】 

ハラスメントについて取り組んでいない理由の２番目の項目の記載が不十分

です。 

事務局 誤記のご指摘ありがとうございます。修正します。 

檜垣委員 【24ページ】 

取組分野Ⅰの４番目「附属機関」とは何でしょうか？文言の後ろに（ ）で

例示または簡単な解説があると良いと思います。 

事務局 附属機関とは、地方自治法及び地方公営企業法に基づき、市長等の執行機関

の要請により、行政執行のために必要な審査、審議、調査等を行うことを職務

とする機関のことです。この審議会も附属機関です。答申に説明文を追記しま

す。 

檜垣委員 【24ページ】 

取組分野Ⅱ「市民のＤＶに対する理解について」 

資料１－２（「第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）の策定

に向けて 答申（案）」の概要）で上記の記載内容を確認すると、ＤＶの認識割

合は H26→H30で横ばいか意識低下の状況だと思います。 

事務局  若干低下している数字もありますが、意識低下であると十分に分析できるま

での状況にないため、横ばいとしています。 
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檜垣委員 「若い世代の相談件数が非常に少ない状況があります。」との記載があります

が、そのデータはどこを見ればよいのでしょうか？また、その背景については

どのように捉えていますか？ 

事務局  お送りした答申案には直接の根拠となるデータは記載しておりませんでし

た。横浜市ＤＶ相談支援センターの相談者の年代別データを記載する方向で調

整します。若い世代の相談が少ない背景として、電話での相談になじみがなく、

かけづらいことが想定されるため、ＳＮＳでの相談対応など新たな手法を現在

検討しています。 

 

Ⅱ 第５次行動計画の基本的な方針 

江原会長 【25ページ １の最後から５行目】 

本文「激動と不確実性の時代を乗り越えるにあたり、誰もが自分の希望に沿

った形で、多様な選択を実現できることが重要です。」について激動と不確実性

の時代を乗り越えるという前半部分と後半部分があっていません。論理的には、

（感染症拡大やグローバル化等）激動と不確実性の危機の時代を乗り越えるに

は、誰もが創造性を発揮できることが不可欠であり、そのためには誰もが自分

の希望に沿った形で～～の方が良いと思います。 

【26ページ ３(2)目指すべき都市像 ３つ目の項目】 

本文「男女共同参画社会の実現に向けては、男女格差や女性特有の困難に焦

点を当てつつも、男性や性的少数者の課題も踏まえ「性別にかかわりなく」と

いう観点が望ましいです。」この文、整理されていなくて変です。書くべきは、

「男女格差や女性特有の困難、男性の課題、性的少数者の課題等に十分対応す

ることによって、誰もが『性別にかかわりなく』自分の希望する生き方を実現

できることが重要です。」などの意味の文ではないでしょうか。今の文だと、女

性特有の困難等に焦点を当てることは「性別にかかわりなく」という観点と矛

盾するかのように読めます。そうではなく、妊娠など女性特有の困難に十分焦

点をあて対応することで、「性別に関わりなく」希望に合った生き方ができると

いう観点での、男女共同参画社会が実現できるのではないでしょうか。「性別に

かかわりなく」というのは、施策に対する形容ではなく、実現する社会の在り

方への形容では？ 

事務局 ご指摘を踏まえ、答申内容を調整します。 

塚原委員 【25ページ】 

１ 男女共同参画社会の実現に向けて・最終行から３行目 

「市民や企業、地域社会と行政が連携し」→「市民やＮＰＯ等の多様な主体、

企業、地域社会と行政が連携、協働し」としたほうがよいと思います。横浜市

協働推進センターの開設など、さらに横浜市の協働・共創が進んでいきます。

市民も共に、協働で取り組んでいく姿勢を求めることが大切と考えます。 

事務局 ご指摘を踏まえ、答申に反映します。 

柳田委員 【25ページ】 
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コロナ禍の中で、「母子家庭の母は 1 日 1 食にしている」「給食がなくて子ど

もの栄養が保てない」という衝撃的な情報を目にしました。今回浮かび上がっ

てきた女性の経済的苦境、特に母子家庭やシングルの不安定雇用者は一瞬にし

て（災害も含め）深刻な現実に直面します。こういう点について認識の共有が

図れるようにどこかで触れられないかと思います。 

事務局 ご指摘を踏まえて、答申内容を調整します。 

堀本委員 答申時期を迎えた今、いわゆるコロナ禍により、労働環境や家庭環境を含む

社会環境には、想像を絶するほどの急激な変化が生じています。例えば、在宅

勤務やテレワークの拡大を余儀なくされ、希望の有無にかかわらず、男女とも

に家庭で滞留する時間が増大しています。かかる事態は、今後も「ウィズコロ

ナ」の考え方により継続するはずであり、それによって、いわゆる「新しい生

活」への変革を国民は強いられています。この視点が含まれないまま、本答申

（案）により令和３年度から７年度までの策定が可能でしょうか。否、是非と

も、我々が今直面する上記事態を見据えて、現段階の答申（案）の再考が必要

ではないかと考える。とりわけ政策１の前提となる社会労働環境が激変したま

まそれが継続する見込みの今、再考をしないで予定通りのスケジュールを守る

ことを貫くならば、正に単なるお役所仕事とのそしりを免れないと思料しま

す。そのために、たとえ約半年程度、答申（案）が遅延しても、それは極めて

生産的な事情変更に基づくものとして許容されるべき事態だと考えます。 

事務局 ご指摘のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響で、これまで経験したこ

とのない社会経済環境の激変に直面しています。３月の審議会でのご意見を踏

まえ、いくつかの箇所でそのことに触れる形でお示ししましたが、先の江原委

員、小山内委員のご指摘も含めて、計画全体を貫く視点として、より広範に記

載する必要があったと受け止めています。 

そこでご提案ですが、「第５次計画策定にあたっての視点」（26ページ）へ新

型コロナの社会的影響について新たに記載し、さらに最近の調査結果などを示

しつつ、関わりの深い施策（施策１、２、４、５、８）で個別に言及する形で

再度取りまとめたいと考えますが、いかがでしょうか。 

一方、答申時期を延期して再考すべきという点について、コロナ禍は今後も

継続し、中長期的に様々な領域で影響が出てくると想定されることから、新型

コロナの影響を計画の基本的な視点に据えるべきことを答申にしっかり記載し

た上で予定のスケジュールで確定し、素案や原案の作成過程の中で、今後の審

議会のご議論や社会的情勢を反映したいと思いますが、いかがでしょうか。 

上記事務局発言に対する各委員の意見は p.8 以降 「新型コロナウイルス感染症拡大の影

響に伴う答申の在り方について」に記載 

 

Ⅲ 各施策・分野の目標及び具体的取組 

政策Ⅰ 女性活躍のさらなる推進 
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茂田委員 【31ページ 施策１ 働きたい・働き続けたい女性への支援】 

 現状と課題 ５つ目本文「創業件数は着実に増加しており～」が重複してい

ます。 

事務局  ご指摘ありがとうございます。修正します。 

小山内委員 【32ページ 施策１ 働きたい・働き続けたい女性への支援】 

 主な取組「働く女性のネットワークづくり」について 

 「また、女性活躍やダイバーシティの推進に向けた取組事例の共有や意見交

換、人材育成を目的とした異業種交流を進めます。」については、「…異業種交

流を進め、それぞれの事業や活動を発展させていきます。」としたほうがよいと

思います。 

事務局 ご指摘を踏まえ、答申に反映します。 

川島委員 【25、33、34ページ】 

３月の審議会の意見「女性活躍の分野で重要な、在宅勤務やテレワークにつ

いての記載が全くありません。率先して市職員の在宅勤務やテレワークなどを

推進するという旨を追加していただければと思います。在宅勤務やテレワーク

の導入については、行政が率先して取り組み、事例を積み上げ、市内の企業へ

の情報提供ができると良いと思います。」について、可能であれば、横浜市役所

さんの庁内での取組み方針なども、記載されていると、より良いと思います。 

吉永委員 【34ページ 施策３ 市役所における女性活躍・男女共同参画と働き方改革】 

主な取組「市役所における男女がともに働きやすく働きがいのある組織の実

現」で「誰にとっても働きやすい職場環境づくりを進めるために、職員の勤務

形態の多様化について、研究・検討していきます。」とありますが、勤務形態の

多様化とは具体的にはどのようなことなのか（例えば在宅勤務のようなことで

しょうか）、また、研究・検討するということはどういうことなのか、また、あ

くまでも検討にとどまり、今計画期間では実際に制度として整えたり、試行し

たりといった具現化につながることはないのかについて、お教えください。 

事務局  川島委員、吉永委員のご指摘を踏まえ、横浜市役所の在宅型テレワーク制度

や横浜版フレックスタイム制度について、答申に具体的に記載します。 

柳田委員 【34ページ 施策３ 市役所における女性活躍・男女共同参画と働き方改革】 

 「市役所」「技術・技能職」「教職員」それぞれの職種ごとに、これらの施策

についての実現を難しくしている現実について、ある程度の塊の基礎調査は実

施できないでしょうか？障害になっている実態を知らずに笛を吹いても成果は

上がらないのではないでしょうか。市役所内にプロジェクト等、実行母体を組

織して進めていけると、より深い問題把握ができるのではないでしょうか。 

事務局 職種別人材育成ビジョンを作成し、実態把握に努めていますので、素案段階

で記載していけるよう調整したいと思います。 

 

政策Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

檜垣委員 【36ページ 施策４ ＤＶ防止とあらゆる暴力の根絶】 
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ＤＶ未然防止に向け、若年層への相談対応や予防教育を充実と触れられてい

ます。ＤＶについては世界的にコロナ禍の影響で自宅にいる時間が長くなった

ことに伴い、増加が問題になっているように根深い問題であり、当事者にとっ

ては非常に深刻な問題です。市民意識向上のため啓発に向け充実した広報・啓

発活動を図っていく必要があることを追記してはいかがでしょうか。 

また、【29 ページ 政策Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現・36 ページ 現状と

課題】の主な取組の中に、精神的、経済的、性的ＤＶにあたる行為は「どんな

場合でも暴力にあたる」ことの広報・啓発に向け取組む、と追記してはいかが

でしょうか。 

事務局  ご指摘を踏まえ、答申内容を調整します。 

檜垣委員 【38ページ 施策５ 困難を抱えた女性への自立支援】 

Ⅰ２(2)横浜市の状況において（６ページ）、外国人人口が 2012 年→2019 年

の間に３万人増加との記載があり、今後も増加が見込まれると考えられる。こ

れを受けて施策５の現状と課題、主な取組に記載があります。今後、外国人人

口の増加に伴い現実的でより充実した対応が求められる事になると思います。 

事務局  ご指摘を踏まえ、答申内容を調整します。 

柳田委員 【39ページ 施策６ ライフステージに応じた女性の健康支援】 

出産直後の女性の中には、核家族化や実家出産も出来ずにはじめての子育て

に直面し、不安と孤立と睡眠不足から産後鬱を発症する人も少なくなく、区役

所や区の子育て支援拠点まで出向く力も奪われてしまっています。そこで母子

家庭に対する訪問事業のようなものを 30回クーポン券とか廉価で（1回 300円

とか 500 円）行うことはできないでしょうか。赤ちゃんを見てくれてその間ぐ

っすり眠れるだけでもありがたいし、男性が育休を取得した時にも家事育児を

教わることができ心強いと思います。 

事務局 ご指摘のとおり訪問型の取組は重要で、主な取組「誰もが安心して出産・子

育てができる環境づくり」に記載している「産前産後支援ヘルパー」は、家事・

育児のサポートを必要とする妊婦および５か月未満の乳児がいる家庭を対象に

ヘルパーを派遣し、子育て負担の軽減を図るものとなっています。 

塚原委員 【40ページ 施策６ ライフステージに応じた女性の健康支援】 

妊娠期から出産、子育て期～メンタルの不調をきたす人が多いため、「女性特

有の健康課題へのアプローチ」については「女性特有の心と身体の健康課題へ

のアプローチ」としたほうがよいと思います。 

事務局  ご指摘を踏まえ、答申に反映します。 

 

政策Ⅲ 誰もが性別にかかわりなく活躍できる豊かな地域・社会づくり 

塚原委員 【42ページ 施策８ 男性の働き方改革と家事・育児への参画推進】 

男性への働きかけと合わせて、多世代を対象とした学習の機会が必要だと思

うので、主な取組の「共に子育てをするための家事・育児支援」について、「父

親育児支援講座や生涯学習講座等を実施します。」としたほうがよいと思いま
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度の予算編成や年度当初からしっかりと施策を展開していくためにも、スケジュ

ールはなるべく守った方がよいと考えます。ただし、堀本委員指摘の通り、労働

環境や家庭環境は劇的に変わり、必要なサポート策、施策の見直しは必須です。

「策定にあたっての視点」などで、社会情勢の変化に合わせ、時代遅れの施策と

ならないよう不断の見直しを行う、審議会も適宜問題提起する、などを明記して

はどうでしょうか。 

塚原委員 計画が社会環境の急激な変化に対応した、活きた施策に結び付くものとなるた

めに、堀本委員の重要なご示唆による、事務局としての上記案ご提示に、賛同し

ます。 

檜垣委員 事務局の考え方に賛同します。堀本委員のご意見は大変重要な内容だと思いま

すし、第５次計画を遅滞なく進めることも大切な視点だと思います。 

コロナ禍の状況は急速に変化していますので、事務局が記載いただいたものを

検討し、加筆・修正するような形で進めていくのが最も効率が良いのではないか

と思います。 

堀本委員 第１回目の意見提出後、今回の第２回目の意見を求められる前に、市役所のご

担当者と面談して、口頭で当職の上記意見の追加を申し述べました。当職は、長

く国家公務員を務めてきましたので、お役所の論理は承知の上ですが、現在、当

職はお役所の外から意見を申し上げる立場なので、忖度せずに意見を提出してお

ります。 

第２回目の意見としては、お役所の発想らしい上記事務局案では、不十分だと

考えます。 

しかし、答申は予定のスケジュールで確定し、素案や原案の作成過程の中で反

映したいと事務局は主張されるのですから、今後の事務局が負う責務について

は、相当な覚悟があるのだと期待しています。 

吉永委員 事務局の考え方に異論はありません。コロナ禍における影響においては、主に、

経済的困窮、在宅勤務（テレワーク）推進、DVの実態が見えにくくなることの３

点が挙げられると思います。この点を考慮した答申内容が期待されると思いま

す。 

江原会長 多くの委員が新型コロナウイルス感染症の影響に関する検証の必要性につい

て言及されています。一方で、スケジュールをなるべく守り、計画を遅滞なく進

めることも重要という御意見も複数の委員からいただきました。 

答申時期を延期して、コロナの影響に関する検証を行い、それを答申案に反映

して委員の皆様に再度ご確認いただきたいと考えますが、スケジュールの再考は

可能でしょうか。 

事務局 多くの貴重な御意見ありがとうございました。皆様の御意見を真摯に受け止

め、早急にコロナの影響に関する追加記載を行います。 

委員の皆様におかれましては、大変恐れ入りますが、新たな記載を加えた答申

案を次回８月の審議会において御議論いただきますよう、再度の御協力をお願い

します。 
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児の負担を軽減する商品やサービスを積極的に活用できる環境づくりを推進す

る」とあるため、答申案にこの考え方を広げる方向はいかがでしょうか。 

また、「育児の社会化」の視点を示すため、答申案 43ページの「施策９ 地域・

教育における男女共同参画の推進」の「目標と方向性」の修正案（２案）を提案

します。 

・(案１)目標と方向性の２段落目を次のとおり修正 

「また、多様なニーズをもつ、人・子育て家庭を、地域コミュニティ・社会全

体で支えるという視点の醸成と、次世代を担う子どもや・・・教育の機会の充実

を図ります」。 

・(案２)目標と方向性の 1段落目を次のとおり修正 

「地域活動における男女共同参画を進め、多様な人が地域で活躍し、様々なニ

ーズをもつ、人・子育て家庭を地域コミュニティで支え合い、安心して暮らすこ

とができる豊かな社会の実現を目指します。」 

事務局 ご指摘を踏まえ、答申反映または答申内容の調整を行います。 


